








申請論文は、2012 年 10 月 17 日の論文構想試験に「合格」し、2016 年 9 月 29 日に行わ
れた博士学位申請論文提出前発表会を経て、2018 年 5 月 21 日早稲田大学大学院政治学研
究科に提出され受理された。その後、主査、副査合計 4 名による検討にふされることにな
った。2018 年 6 月 14 日、申請論文提出者永井健太郎君を招聘して、主査、副査合計 4 名
によって、博士学位申請論文に関わる最終口頭諮問を公開で実施した（その他教員 1 名、
















にするのである。分析対象の期間は、1980 年代後半から 2010 年代の約 20 年間で、同期間
の世論調査とその報道ならびに環境報道が、「日本人の環境意識が高い」という認識を社会
的に共有させるに至ったことを明らかにしている。
































































































































論文の構成において、第 2 章、第 3 章の分析を受けて終章の結論に至る流れがあるが、
第 4 章の他の章との関連性がやや弱いように思える。第 4 章のメディア・アテンションの




















2018 年 7 月 4 日
審査員
（主査）早稲田大学政治経済学術院教授
谷藤悦史（政治コミュニケーション 英国政治）
7
（副査）早稲田大学政治経済学術院教授
日野愛郎（政治コミュニケーション 比較政治）
（副査）早稲田大学政治経済学術院教授
瀬川至朗（科学ジャーナリズム）
（副査）東京大学情報学環准教授
関谷直也（環境コミュニケーション）
